
冬季日本の降水イベントと爆弾低気圧活動の将来変化 

山下 吉隆・川村 隆一 (富山大院・理工) 

水田 亮・楠 昌司 (気象研・気候) 

 

1．はじめに 

近年、将来気候における冬季の温帯低気圧

活動に関する研究は盛んに行われ、Mizuta 

et al. (2011) は、将来温帯低気圧の発生数は

減少するが、強い低気圧は増加することを指

摘している。IPCC (2007) は、地球が温暖

化した場合、温帯低気圧の経路は北偏する可

能性が高いと報告している。また、冬季日本

の降水イベントに関して気象庁 (2008) は、

将来北海道を除くほとんどの地域で降雪量

や大雪の頻度が減少すると述べている。 

このように、降水イベントや温帯低気圧活

動に関する各々の将来変化は調べられてい

るが、冬季に日本周辺や日本近海において急

激に発達し、突風や高波、豪雪による雪氷災

害をもたらす温帯低気圧 (以下、爆弾低気

圧) に関して、降水イベントとの関係の将来

変化に注目した研究はほとんどみられない。

そのため、それを明らかにすることは防災や

減災のみならず、極端現象予測の面において

も有益であると言える。 

そこで本研究では、冬季の降水イベント、

特に中部日本の日本海側の大雪と爆弾低気

圧活動との関係の将来変化を明らかにする

ことを目的とした。 

 

2．使用データと解析手法 

 データは気象庁・気象研全球大気モデル 

(解像度 TL959L60) のタイムスライス実験

結果 (Kitoh et al. 2009) の 1.25° 間隔のデ

ータを使用している。将来気候再現実験では、

CMIP3 の A1B シナリオ実験のマルチモデ

ル平均での海面水温の昇温と昇温トレンド

を観測に加えたものを下部境界条件として

与えている。 

また、モデルの再現性の検証には JRA-25

長期再解析データ (Onogi et al. 2007) と気

象官署の日降雪量、日降水量を用いた。解析

期間は、現在気候が 1979 年 1 月から 2003

年 2 月、将来気候が 2075 年 1 月から 2099

年 2 月までの 25 冬季間(1 月、2 月)であり、

再現性の検証を行った結果 12 月は除外した。 

爆弾低気圧の抽出・追跡には 6 時間間隔の

海面更正気圧を使用し、解析期間内に北西太

平洋域で発生した爆弾低気圧を解析対象と

した。爆弾低気圧の定義は、Yoshida and 

Asuma (2004)に従って、以下の発達率		ε		が

一度でも 1 hPa hr-1 を超え、24 時間以上持

続した温帯低気圧としている。 
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(p：時刻 t での中心気圧，φ：中心の緯度) 

 

3．結果 

まず、冬季日本の大雪イベントや日本近海

の爆弾低気圧活動に関する各々の将来変化

の結果を示す。尚、本研究における大雪イベ

ントの定義であるが、使用しているデータが

降水量データであり、且つ最下層が 925hPa

面のデータであるため、一般的に雪となる目

安と言われている 850hPa 面の日平均気温

が-6℃以下という基準で雨雪判別を行い、日

降雪量 10mm (降水量換算 10mm/day) 以上

の日を大雪イベントとしている。 



図 1. 大雪イベントの日数の将来変化． 

日数の変化を空間密度分布(カラー＆数字)で示す．

図 2. 爆弾低気圧経路の空間密度分布の 

将来変化(現在気候－将来気候)． 
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 大雪イベントの日数の空間密度分布を調

べ 、現在気候と将来気候を比較したところ、

気象庁 (2008) で指摘されているように将

来気候における大雪イベントの日数は北海

道を除くほとんどの地域で減少することが

わかった (図 1) 。その一方で、中部日本の

日本海側では、将来気候においても依然とし

て大雪イベントンの日数が多く、日数の減少

率を見ると他の地域に比べてやや小さいこ

とが確認できた (図略) 。つまり、中部日本

の日本海側においては将来気候でも大雪に

対する詳細な理解の必要性は高いと言える。 

 次に、爆弾低気圧に分類された低気圧の発

生から衰退までの経路について、空間密度分

布を示したのが図 2 である。図から、将来気

候では日本の南岸で密度が減少し、それより

も北方で増加することがわかる。つまり、将

来気候では爆弾低気圧の経路が北偏すると

考えられ、IPCC (2007) で示されている温

帯低気圧の経路の将来変化と類似している。

また、爆弾低気圧の発達に関係する下層の傾

圧性と爆弾低気圧の最大発達率を示す位置

及びその大きさを見ると、日本近海では下層

の傾圧性が弱化し、一方で北海道の北方では

下層の傾圧性の強化が見られ、下層の傾圧性

が強化される領域付近では最大発達率を示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

す爆弾低気圧が増加している(図略)。 

 以上の結果から、冬季日本の大雪イベント

や日本近海の爆弾低気圧活動について、各々

に将来変化が見られた。次に、中部日本の日

本海側における大雪の発生と爆弾低気圧活

動との関係の将来変化について結果を示す。 

 まず、中部日本の日本海側の大雪の発生と

爆弾低気圧活動との関係の将来変化を調べ

るにあたり、1.25° 間隔のデータにおいて、

中部日本の日本海沿岸地域に位置する 8 地

点のデータを平均した日降雪量が 10mm を

超える日 (連続する場合は日降雪量が最も

多い日) を大雪発生日と定義し、現在気候で

66 日、将来気候で 35 日抽出した。 

 各大雪発生日に存在する爆弾低気圧の個

数を調べると、現在気候では 66 日中 59 日

に計 81 個、将来気候では 35 日中 34 日計 44

個存在しており、現在気候、将来気候ともに

ほとんどの大雪発生日に爆弾低気圧が存在

していることがわかった。また、図 3 は本研

究で定義された大雪発生日に存在する爆弾

低気圧の空間密度分布と海面更正気圧の分

布を現在気候と将来気候について示してい

る。大雪発生日にはどちらも日本の東方海上

において爆弾低気圧が集中して分布してい

ることが確認できる。以上の特徴は現在気候 



図 3. 大雪発生日に存在する爆弾低気圧の空間密度分布(カラー) 

と大雪発生日の海面更正気圧(等値線)．左：現在気候，右：将来気候． 

図 4. 大雪発生日に存在する爆弾低気圧の発生から消滅までの経路(線)及び爆弾低気圧の 

最大発達率を示す地理的位置とその大きさ[hPa/hr](丸印)．左：現在気候，右：将来気候． 
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でも将来気候でも共通して見られる点であ

るが、大雪発生日に存在する爆弾低気圧の地

理的位置をより詳しく見ると、将来気候では

現在気候における分布の割合が高い領域よ

りも北で分布の割合が高くなっていること

がわかる。また、海面更正気圧の分布にも傾

向が現れているが、大雪発生日に存在する爆

弾低気圧の中心気圧の平均は現在気候で

982hPa、将来気候が 979hPa となっており、

将来気候の方が大雪発生日に存在する爆弾

低気圧の中心気圧が低いことも確認された。 

 さらに、大雪をもたらすと考えられる図 3

に示される爆弾低気圧の発生から消滅まで

と、最大発達率を示す位置及びその大きさを

示した図が図 4 である。将来気候では現在気

候よりも北で最大発達率を示す爆弾低気圧

が多く、大雪をもたらすためには爆弾低気圧

がより北で最大発達率を示すことが必要に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なってくると考えられる。このように、大雪

の発生に関して、将来気候では爆弾低気圧が

現在気候よりも北で十分に発達することの

重要性が高まることが示された。 

 以上のような地理的位置や強度に変化が

見られた要因として、将来気候では気温上昇

の影響で寒気が弱い場合は降雪ではなく降

雨になるためであると考えられる。そこで、

図 5 に大雪発生日と爆弾低気圧が日本の東

方海上 (図 5 の赤枠内) に 1 日以上存在して

も大雪に至らない日 (206 日) とを比較する

と、大雪発生日の方が北海道東方の低圧部と

大陸上の高気圧が強いことがわかった。また、

この差は現在気候の差よりも大きい  (図

略) 。つまり、大雪の発生には爆弾低気圧が

日本の東方海上に存在することに加え、東西

気圧傾度が強化されることで強い寒気がも

たらされると考えられる(将来気候で顕著)。 



Much Snowfall Events Less Snowfall Events 

図 5. 将来気候の日降雪量[mm/day](カラー)と海面更正気圧[hPa](等値線)． 

左：大雪発生日，右：爆弾低気圧が存在しても大雪に至らない日． 

Subpolar Teleconnection type Subtropical Teleconnection type 

図 6. 将来気候の大雪発生日の海面更正気圧[hPa](カラー)，850hPa 気温[K](等値線)及び 

850hPa 水平風[m/s](矢印)，大雪発生日に存在する爆弾低気圧の発生から消滅までの経路(線)． 

左：寒帯前線に沿う波列が明瞭な事例，右：亜熱帯ジェットに沿う波列が明瞭な事例 

※全て“短周期変動成分＝3 日荷重移動平均値－31 日移動平均値”である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最後に大雪発生日に東西気圧傾度が強化

される要因を調べるために、大雪の前兆現象

を調べている Yamashita et al. (2011) を参

考に、下記のテレコネクション指数(SPI と

STI)を用いて大雪発生日の 2 日前の上流か

らの影響を調べると (図 6) 、寒帯前線ジェ

ットに沿う波列が明瞭に見られる場合(13 事

例)では、大雪発生日にかけて日本の東の低

圧部の強化と、大陸上の高気圧の南下 

(Takaya and Nakamura 2005 ) が見られた。

一方、亜熱帯ジェットに沿う波列が明瞭な場

合(7 事例)には、日本の東に強い低圧部が確

認できる。また、大雪発生日の中でいずれか 

の波列が明瞭な事例は約 65%を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．まとめ 

 本研究では、中部日本の日本海側の大雪と

爆弾低気圧活動との関係の将来変化を調べ

た。その結果、大雪発生日に存在する爆弾低

気圧に関して、将来気候では現在気候の分布

の割合が高い領域よりも北で分布の割合が

高くなっており、爆弾低気圧の中心気圧の平

均も低くなっていた。つまり、大雪が発生す

るためには、将来気候では爆弾低気圧が現在

気候よりも北で十分に発達することの重要

性が高まることが示された。 

将来変化の要因を調べるために、大雪発生

日と日本の東方海上に爆弾低気圧は存在し

ても大雪に至らない日を比較すると、特に将 

 

 

SPI＝[Z*(32.5°E,50.0°N)-Z*(85.0°E,60.0°N)+Z*(120.0°E,45.0°N)]/3 

STI＝[Z*(40.0°E,32.5°N)-Z*(65.0°E,30.0°N)+Z*(97.5°E,32.5°N)]/3 

※ Z*は 200hPa 面高度の短周期変動成分である． 



来気候の大雪発生日において東西気圧傾度

の強化に差が見られた。また、大雪発生日の

数日前から寒帯前線ジェットまたは亜熱帯

ジェットに沿う波列が明瞭に見られる事例

が大雪発生日の 65％を占めていることから、

将来気候では上流からの波列の発達に伴っ

て日本付近で東西気圧傾度が強化されるこ

とがわかった。 

 今後の課題として、雨雪判別の基準の検証

や将来変化の要因に関するより詳細な解析

を行っていく必要がある。 
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